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研究成果の概要（和文）： 本研究は、東日本大震災の発生直後から、津波で壊滅的な被害を受けた北リアス地域の被
災住民支援活動に関与し、現地でボランティアとして協働してきた社会科学系研究者が、支援・交流の経験と専門分野
の知見を活かした震災復興策を、地域住民とともに構想することを目的として研究活動を行ってきた。研究成果として
は、震災直後からの被災者の記憶を一冊の本にまとめ記録として残した。その他、住民アンケート調査から復旧復興期
における課題や復興感の決定要因なども明らかにした。また、地域資源の再評価とその可能性を一冊の本にまとめた。
そして、震災直後から今日まで、学生や市民による支援・交流活動を定期的に実施してきた。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research project is to clarify the role of external 
volunteers to recover the relationships of local residents and the main factors to recover the resident's 
sense in disaster area.
 The Great East Japan Earthquake is considered as a wide area disaster. It needed a support not only from 
the South but also from the North. The Hirosaki city which our University is standing is located in the 
north of the stricken area. Universities have students and special knowledges. During our volunteer 
activities, we have heard lot of voices of the local survivors. They wanted to record the old memories. 
They were willing to know more about others' states and really wanted to be delivered their voices to the 
local government. Because of this, we did a research process to support volunteers' activity. The 
research is including life history interview, the survey of resident's sentiment, current situation, and 
the discovery of the regional resources and advantages.

研究分野： 労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 2011年3月11日の東日本大震災によって、
研究対象としていた北リアス地域は津波で
壊滅的な被害を受け、多くの住民の皆さんが
避難所や仮説住宅などで不自由な生活を強
いられていた。研究代表者を含む研究分担者
の多くは、発災直後から弘前大学ボランティ
アセンターの設立に関与し、弘前市民と大学
生、そして地域の行政が協働で運行したボラ
ンティアバスで、被災地域での支援・交流活
動を実施してきた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、東日本大震災の発生直後
から、津波で壊滅的被害を受けた北リアス地
域の被災住民支援活動に関与し、現地でボラ
ンティアとして協働してきた社会科学系研
究者が、支援・交流の経験と専門分野の知見
を活かした震災復興策を、地域住民とともに
構想することにある。北リアス地域を対象に、
被災者との交流を通じて得られた知見をも
とに、研究代表者の専門である労働経済学と、
研究分担者の専攻する社会心理学、社会学、
経済学、法学の知見を活用して、震災の翌年
から集中的に調査を実施し、地域の QOL（生
活の質）を重視した復興政策を提案する。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は研究に参加した各分担者の専
門領域において、ヒアリング調査、社会調査
（住民生活実態調査、ボランティア意識調
査）、判例分析、経済モデル分析などを用い
た。 
 
４．研究成果 
(1) 人口流出対策として 
 本研究では、「野田村のみなさんの暮らし
とお仕事に関するアンケート調査」を実施し、
被災住民の地域間移動性向の決定要因を分
析した。その結果、若者、女性、未婚者にお
いて移動性向が強くなっていることが分か
った。また、住宅の所有権や地域内のネット
ワークの存在有無が移動性向に強く影響し
ていることが明らかになった。以上の結果か
ら、地域復旧復興政策において、住宅の所有
権の回復やネットワークを重視したまちづ
くりが求められていることが分かった。 
 
(２) 復興感の規定要因 
本研究では、経済学の観点から効用関数を

用いて「復興感」を定義し、復興感の決定要
因について検討を行った。その結果、年齢と
世帯所得、そして住宅の所有権の有無が復興
感と有意に関連していることが分かった。ま
た、震災の被害の種類では、住宅の被害と所
得の低下が復興感を著しく低下させている
ことが明らかになった。そして、被害有無グ
ループにわけって行った推定では、世帯所得
と復興感の相関関係は両グループの共通で

みられた。一方、家族や親戚の存在が復興感
を高めている効果や、出身地ダミーが復興感
を低下させている効果は直接的な被害を受
けたグループのみに見られる特徴であった。 
 以上から、所得と住宅の再建が被災者の生
活復興感を高める上で、重要な要因になって
いることが確認できた。また、直接的な被害
に見舞われている被災者は、所得や住宅と同
様に、家族や親戚が生活の復興感を支えてい
る大きな要因になっていることが明らかに
なった。最後に、本稿の分析を通して同じ被
災地域に生活している住民の間にも、直接的
な被害に見舞われているか否かによって生
活復興を考える基準が異なっていることが
分かった。この点は今後の復興政策を考える
上で重要な視点であると思われる。 
 
（３）外部支援の問題について 
伝統的共同体である集落で震災が起こり、

さまざまな外部が一気に村に押し寄せた．と
りわけ種々の支援が行われたが、その住民の
受け止めには段階があり、当初は驚きや強い
とまどいがあった．しかし時間とともに、ま
た継続的な関係を持つことで、受け止めは変
化した。そこからは、均衡のとれた互酬性と
一般化された互酬性の間を行き戻りしなが
ら外部を受け止めていくようなプロセスや、
均衡のとれた互酬性の規範にもとづいて意
識、行動する村の論理がみてとれた。効率的
な支援の追及はこうしたプロセスを軽んじ、
被災者中心ではなくなる危険性がある。 
 
（４）広域ネットワークの意義について 
同郷団体（ふるさと会）は、大都市部にお

ける出身地を基盤にした地縁・血縁のネット
ワークの一つである。現代の同郷団体は、高
度経済成長期以前とは異なり、人々にとって
多くのつながりのなかの一部でしかない。し
かし、震災時には意識的にも物理的にも、同
郷団体が都市で暮らす人々の支援の受け皿
となっていた。会員の高齢化などの課題を抱
えているものの、母村の人口が縮小していく
なかで、依然としてこうした広域ネットワー
クである同郷団体が母村に果たす役割は小
さくないと考えられる。 
 
（５）外部ボランティアの役割について 
本研究では、外部ボランティアが被災地の

復興に果たす役割について検討した。具体的
には、筆者らもそのメンバーであるボランテ
ィア・ネットワーク「チーム北リアス」の活
動の特徴、および、岩手県野田村の復興に果
たす役割を、参与観察および介入的実践を通
じて検討した。その結果、復興支援活動には
「めざす」かかわりだけでなく「すごす」か
かわりも重要であること、両者をうまく連動
させることが被災地の内発的復興を促すこ
とを論じた。 
 
（６）地域見守り活動について 



本研究では、仮設住宅やみなし仮設住宅、
さらに高台団地など新たなコミュニティに
おける地域見守り活動における外部ボラン
ティアの役割を検討した。具体的には、現地
の社会福祉協議会など福祉関係機関と筆者
ら外部ボランティアとの協同で地域見守り
勉強会を定期的に開催し、情報共有や連携を
深めつつ、地域見守り活動を展開していった。
その結果、地域見守り活動に関わるアクター
の日常的な水平的連携が重要であること、被
災者・住民・ボランティアの相互交流の場を
デザインしていくことが重要であることを
論じた。 
 
（８）野田村の復興にかかる法的施策の実現
過程―村内外の資源活用のあり方 
岩手県野田村での災害復興にかかる法執

行過程に注目し、外部自治体からの職員派遣
制度の利用実態に焦点を当て、同制度の機能
を検討した。野田村では、職員に人的被害は
なく、高台移転などの施策が他の自治体に比
して早期になされつつある。比較的順調にハ
ード面の復興が進む野田村を事例に取り上
げることで、災害後の自治体職員派遣制度の
機能が浮き彫りになることが期待された。 
調査の結果、野田村は、派遣職員を部署に

より多く受入れながらも、良好な関係を保ち、
復興方針の決定権限を内部職員で維持して、
派遣職員のマンパワーと専門的知見を復興
にかかる法制等の執行に活用し、高台移転や
土地区画整理などのハード面にかかる復興
施策に活用していることが分かった。 
 
（９）支援・交流活動の実績 
 本研究は、研究代表者をはじめ共同研究者
の多くが被災地支援・交流活動に協働してい
る。震災直後からの支援・交流活動としては、
市民と学生が共同で全 83 回のボランティア
バスに述べ 2600 名弱が被災地での支援・交
流活動を行った。その他、地域見守り勉強会、
仮設集会場での誕生会、宿泊学習などさまざ
まな支援・交流活動を行った。 
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